










（ 続紙 １ ）                             




































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
裁判所による法形成の問題は、わが国の法学および法実務の重要なテーマの一つ
であるが、ドイツでは、１９６０年代半ば以降、裁判官が単なる法律の解釈を超え
る作業を果たしてきたことが、「裁判官による法の付加形成」の名のもと、判例・
学説において次第に認められてきた。本論文は、ドイツにおいて裁判官による法の
付加形成の憲法上の根拠と限界はどこに見出されているかという問題を設定し、連
邦憲法裁判所の判例の変遷を跡付け、かつ、これに関連する学説の展開を追うこと
により検討を加えるものである。 
わが国では、裁判官による法の付加形成については、リーディング・ケースとさ
れる１９７３年のソラヤ決定がよく知られるが、それ以降のこの点に関する判例理
論の展開は必ずしも系統的に研究されてこなかった。本論文は、裁判官による法の
付加形成を取り上げる連邦憲法裁判所の１５の重要判例を選び出した上で、とくに
法の付加形成の根拠と限界に関する記述を抽出し、判例相互の関係や事件の背景に
も注意しながら、それらに緻密な分析を加えることにより、専門裁判所による法の
付加形成を連邦憲法裁判所がどのように捉え、どのような姿勢でこれを統制しよう
としてきたかを、現時点におけるその到達点を含め、明らかにすることに成功して
いる。 
さらに本論文は、以上の考察で明らかにされた、裁判官による法の付加形成の憲
法上の根拠と限界を、憲法学説がどのように捉えてきたかを検討し、より深い理論
的レベルで分析する。そして、憲法適合的解釈、基本権の放射効、裁判拒絶の禁
止、裁判の独立、裁判の民主的正統性、法律の留保といった憲法上の重要な問題に
ついて、裁判官の付加形成との関連で論じ直すことにより、これらの重要な課題に
新たな切り口を拓く可能性をも意欲的に示そうとしており、学術的におおいに寄与
するばかりでなく、独創性にも富むものであると評価できる。 
もっとも、本論文に不十分な点がないわけではない。最終章で行われた、裁判官
による法の付加形成の問題の解決を目指してドイツで提唱される諸々の理論的構想
についての検討は、本論文自体がこれら諸構想の解決策としての有効性にドイツで
も疑問の余地があることを指摘しているように、本論文のむすびとして物足りない
面があることは否めない。しかし、このことは、現在のドイツ法理論の限界の反映
とも言いうるのであって、当地の判例および学説の展開と現状を正確に跡付け、分
析することを第一の課題とする本論文のドイツ法研究として持つ価値を損なうもの
ではない。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成28年２月１日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果合格と認めた。 
  
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第２項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
 
 
 
 
 
